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長万部駅東口土地区画整理事業 

事業計画決定を受けて 

 

 

皆様からのご支援、ご協力の結果、令和７年８月５日に当土地区画整理事業の

事業計画決定の公告が行われました。 

事業実施に際して、施行地区内の権利者の皆様には、様々な申告及び申請手

続きが必要となる場合があります。内容によっては期限が設けられているものも

ございますので、当パンフレットに目を通されると共に、次ページの例に心当たり

がございましたら、一度下記連絡先にお問合せいただくか、直接、長万部町役場 

新幹線推進課までお越しください。 

 

 

【お問合せ先】 

長万部町役場 新幹線推進課 新幹線・政策推進係 

Tel: 01377-2-2450 (内線)232 

FAX: 01377-2-4884 
  



2 
 

申告などができる具体例 

 

例１：土地登記簿の面積よりも現地の面積が大きい 
→ご自身で実測した地積を申請することが可能です。 

詳しくは３ページをご覧ください。 

 
 

例２：施行地区内の土地を、家を建てる目的で借りている 

（貸している） 
→借地権の申告をすることが可能です。 

 

 例３：施行地区内の土地を、駐車場利用目的で借りている 
（貸している） 

   →借地権以外の権利として申告をすることが可能です。 

 
例４：施行地区内に相続した土地（又は建物）がある 

→土地（又は建物）登記簿の名義を変更していない場合、相続

の届出が必要です。 
 

例５：施行地区内の土地（又は建物）を売買した 

→所有権等の名義の変更がある場合、移転の届出が必要です。 
 

例６：住所が変わった 

→住所（氏名）に変更がある場合、変更の届出が必要です。 

詳しくは４～８ページをご覧ください。 

 

 
例７：施行地区内に建物を新しく建てた（建て替えたい） 

→施行区域内の建築行為等には北海道の許可が必要です。 

 
例８：施行地区内の建物の増築やリフォームをしたい 

→施行区域内の建築行為等の内容によっては北海道の許可が

必要です。 

詳しくは９ページをご覧ください。 
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土地の実測確認申請 

●対象者 

実際の面積と登記している面積が異なる土地をお持ちの方で、その面積の

更正を希望する方。 

●申請をすると 
当事業では、土地の面積は原則として土地登記簿の面積をもとにしますが、

土地によっては実際の面積と土地登記簿の面積とが大きく相違することがあ

ります。 

このような場合、土地の所有者は実際の面積を証明する図面を添付して、

この面積の確認を施行者（長万部町）に申請することができます。この申出の

ことを土地の面積の実測確認申請といいます。 

申請書の内容が事実であると確認されますと、その面積は当事業の換地を

定める時の基準の面積として扱われることとなります。 

● 提出書類 ※の書類についてはホームページからダウンロードできます。 
① 土地の地積の実測確認申請書※ 

② 見取図（現地の場所が分かる図面） 

③ 実測図 

④ 境界標示図 

⑤ 境界確認書※ 

⑥ 本人確認書類の写し（運転免許証、個人番号カード、パスポート） 

◼ 実測確認申請書、境界標示図および同意書への押印は、全て実印を使用

し、関係者全員の本人確認書類を添付してください。申請が確認されます

と、申請者の方には「土地の面積の確認通知」をお送りいたします。 

 

申請期間： 事業計画公告の日より ６０ 日間 

（令和７年８月５日～令和７年１０月６日まで） 

◼ なお、実測確認申請ができる方は土地登記簿に記載されている土地所有

者に限ります。申請する土地が共有地となっている場合、共有者全員の連

署を、土地登記簿に記載されている土地所有者が死亡している場合は、相

続を証する書類（戸籍謄本の写し等） および相続届出書を提出してくださ

い。 

◼ 申請期間内に申請が難しい方は、長万部町役場 新幹線推進課 新幹線・

政策推進係にご連絡ください。  
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土地に関する権利の申告・届出 
 

施行者（長万部町）は、土地区画整理事業を進める上で、地区内の土地権利の

実態を正確に把握するべく、土地登記簿を基本に調査を行いますが、それだけで

は未登記権利の把握ができません。未登記権利について心当たりのある方は、申

告・届出を行いますようお願いいたします。なお、もしこの申告がない場合は、当

事業を進めるに当たって、権利のないものとして取り扱われ、施行者（長万部町）

から権利者に宛てた事業に関するお知らせ等が届かないだけでなく、内容によっ

ては、各種行政処分が行われなくなることになりますのでご注意ください。 

申告した内容に移転、変更または消滅があった場合は、その旨を施行者（長万

部町）まで届出していただくことになりますので、ご協力をお願いいたします。 

（１）借地権の申告 

●対象者 
・未登記の借地権（建物所有を目的とした地上権又は賃借権）をお持ちの方。 

・借地権とは、店舗や住宅建設のための土地賃貸借などが該当します。 

・なお、土地を転貸借（又貸し・又借り）している場合は、長万部町役場 新幹

線推進課 新幹線・政策推進係にご連絡ください。 

●申請をすると 
1. 仮換地指定、換地処分などの各種行政処分が行われることになります。 

2. 土地区画整理審議会（※P１０参照）委員選挙の名簿に登載され、投票や

立候補をすることができます。 

●提出書類 ※の書類についてはホームページからダウンロードできます。 
① 借地権申告書※ 

② 本人確認書類の写し（運転免許証、個人番号カード、パスポート）  

（２）借地権以外の権利の申告 

●対象者 
・未登記の借地権以外の権利（建物所有を目的としない地上権、賃借権若し 

くは使用貸借権又は質権若しくは抵当権等）をお持ちの方。 

・借地権以外の権利とは、駐車場や資材置場として土地を借りている（貸し 

ている）ケースや債権の担保として土地に質権または抵当権が設定されて

いる（している）ケースなどが該当します。 

・申告対象かどうか判断に迷う場合や土地を転貸借（又貸し・又借り）してい 

る場合は、長万部町役場 新幹線推進課 新幹線・政策推進係にご連絡くだ

さい。 

●申請をすると 
1. 仮換地指定、換地処分などの各種行政処分が行われることになります。 

●提出書類 ※の書類についてはホームページからダウンロードできます。 
① 借地権以外の権利の申告書※ 

② 本人確認書類の写し（運転免許証、個人番号カード、パスポート）  
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（３）相続の届出 

●対象者 
相続した土地の登記名義人を変更していない方。 

●申請をすると 
土地区画整理審議会委員選挙の名簿に登載され、投票や立候補をするこ

とができます。なお、相続の届出を提出されない場合は、その権利を行使でき

ません。また、相続人が複数人いる場合は、併せて代表者選任通知の提出が

必要となります。 

●提出書類 ※の書類についてはホームページからダウンロードできます。 

① 相続届出書※ 

② 相続を証する書類 

（被相続人及び相続人全員の戸籍謄本、遺言、遺産分割協議書など） 

③ 本人確認書類の写し（運転免許証、個人番号カード、パスポート） 

（４）代表者選任通知 

●対象者 
１つの土地を複数人で共有している方。 

●申請をすると 
複数人の中から代表者を決めて通知をすると、土地区画整理審議会委員

選挙の名簿に登載され、投票や立候補をすることができます。なお、代表者選

任通知を提出されない場合は、その権利を行使することができません。 

●提出書類 ※の書類についてはホームページからダウンロードできます。 
① 代表者選任通知※ 

② 権利者全員の本人確認書類の写し 

（運転免許証、個人番号カード、パスポート）  

（５）所有権移転の届出 

●対象者 
売買などにより土地の所有権を移転した（受けた）方で、所有権移転登記を

行っていない方。 

●申請をすると 
全ての新しい土地所有者に対して平等に迅速な情報の伝達を行うことがで

きます。なお、売買契約は有効に成立していても、登記されなければ第三者に

対抗することができず、また換地処分においても権利者として扱うことができ

ません。 

●提出書類 ※の書類についてはホームページからダウンロードできます。 
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① 所有権移転届出書※ 

② 登記事項証明書  

（６）住所（氏名）変更の届出 

●対象者 
住所・氏名に変更があった方。 

●申請をすると 
土地区画整理事業における大事な通知などがスムーズに届きます。変更を

届出されていない場合、事業に関する発送物が届かなくなる可能性も出てき

ます。 

●提出書類 ※の書類についてはホームページからダウンロードできます。 

① 住所（氏名）変更届出書※ 

② 住民票  

 

■（１）借地権の申告と（２）借地権以外の権利の申告をしたあと

で、さらに変動があった場合は、長万部町役場新幹線推進課 

新幹線・政策推進係にお問い合わせください。 
 

 

（１）～（６）の申請期間： 事業計画公告の日より事業完了まで 
（令和７年８月５日～換地処分の公告日まで） 
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建物に関する権利の届出 
 

施行者（長万部町）は、土地区画整理事業を進める上で必要な建物移転を行う

べく、建物登記簿に記載されている建物所有者と移転補償に関する契約を行い

ます。 

建物登記簿に記載されている内容に移転、変更があった場合は、その旨を施行

者（長万部町）まで届出していただくことになりますので、ご協力をお願いいたしま

す。 

（１）相続の届出 

●対象者 
相続した建物の登記名義人を変更していない方。 

●申請をすると 
建物移転に係る補償契約の相手となります。 

●提出書類 ※の書類についてはホームページからダウンロードできます。 

① 相続届出書※ 

② 相続を証する書類 

（被相続人及び相続人全員の戸籍謄本、遺言、遺産分割協議書など） 

③ 本人確認書類の写し（運転免許証、個人番号カード、パスポート） 

（２）所有権移転の届出 

●対象者 
売買などにより建物の所有権を移転した（受けた）方で、所有権移転登記を

行っていない方。 

 

●申請をすると 
新しい建物所有者に対して平等に迅速な情報の伝達を行うことができます。 

●提出書類 ※の書類についてはホームページからダウンロードできます。 

① 所有権移転届出書※ 

② 登記事項証明書  
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（３）住所（氏名）変更の届出 

●対象者 
住所・氏名に変更があった方。 

●申請をすると 
土地区画整理事業における大事な通知などがスムーズに届きます。変更を

届出されていない場合、事業に関する発送物が届かなくなる可能性も出てき

ます。 

●提出書類 ※の書類についてはホームページからダウンロードできます。 

① 住所（氏名）変更届出書※ 

② 住民票  

 

 

（１）～（３）の申請期間： 事業計画公告の日より事業完了まで 

（令和７年８月５日～換地処分の公告日まで） 
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建築行為等の許可申請 
 

事業の認可以降に施行区域内で「対象となる建築行為等」を行う場合について

は、土地区画整理法第７６条第１項により、北海道知事の許可が必要となり、建築

行為に制限が設けられます。 

これは、無制限な建築行為がもたらす事業進行の遅れや申請者および施行者

の経済的損失を防ぎ、事業の円滑な進行を図る為です。許可を受けずに建築行

為を行った場合、ご自身の費用で建物移転や現地復旧等を行っていただくことに

なりますので、特にご注意ください。 

長万部町といたしましては出来る限り皆様の立場に立ち、柔軟に対応したいと

考えております。耐震補強やリフォームを含め、建築行為等を予定している方は、

必ず事前に長万部町新幹線推進課にご相談いただき、必要書類を作成後、北海

道まで申請してください。 

●対象となる建築行為等 
1. 土地の形質の変更 

2. 建築物の新築、改築、増築若しくは曳家 

3. 工作物、公共施設内構造物の新築、改築若しくは増築 

4. 移動の容易でない物件（重量５トン以上）の設置若しくは堆積 

●提出書類 ※の書類についてはホームページからダウンロードできます。 
① 許可申請書※ 

② 案内図（行為を行う場所を表示する） 

③ 仮換地明細図（仮換地における行為の場合） 

④ 配置図（敷地に接する道路の位置、敷地境界線、敷地内における建築物

等の位置を表示する。） 

⑤ 詳細図（構造、規模、材質等を平面図、立面図、断面図等により表示  

する。） 

 

 

申請期間： 事業計画公告の日より事業完了まで 

（令和７年８月５日～換地処分の公告日まで） 
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土地区画整理審議会について 
 

土地区画整理審議会は、土地区画整理法第５６条に基づき、地方公共団体等

が施行する土地区画整理事業において、各々の土地区画整理事業ごとに設けら

れる審査機関です。 

審議会の目的： 
施行地区内の権利者の意見の事業への反映、および

公正な執行の確保 

委 員 の 定 数： 
土地所有者および借地権者の中から８名、学識経験

者２名の計１０名 

任  期 ： ５年 

審 議 事 項 ： 

施行者が換地計画を作成しようとする場合 

仮換地を指定しようとする場合 

意見書の提出があった際の内容を審査する場合 

土地の評価を行うために評価員を選任する場合等々 

●審議会委員決定までの流れ 

選挙期日（投票日）の公告 投票する日を決め、公告を行います。 

▼  

選挙人名簿の縦覧・異議申出 

土地登記簿より施行地区内の権利者を
整理し、公衆の縦覧に供します。なお、そ
の内容については異議申出することが可
能です。 

▼  

選挙人名簿の確定の公告 
異議申出を反映後、選挙人名簿が確定
します。（投票権のある人が確定） 

▼  

立 候 補 受 付 
立候補したい方や、立候補推薦により他
の選挙人より推薦された方を募ります。 

▼  

選 挙 期 日（投 票 日） 
立候補者及び立候補推薦者を対象に、
投票を行います。 

▼  

当 選 人 の 公 告 投票の結果、当選人を決定します 

● 注意点 
審議会委員選挙人名簿に登載される名前は、原則的に、土地登記簿にもと

づいた調査によるものです。 よって、今回ご案内した権利の申告に心当たり

のある方は、当パンフレットにしたがって申告・届出を済ませてください。 

 


